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目的　近年の高齢者は以前よりも健康状態が向上しているという知見や，高齢者を取り巻く生活環
境の変化をかんがみるに，より高いレベルの生活機能指標の開発が必要である。本研究では，
「JST版活動能力指標」の計量心理学的特性の検討の一環として，①因子構造の交差妥当性の
検証，②測定不変性の検証，③標準値の報告，④性差・年齢差の検討を行った。

方法　本研究では， 2つの集団のデータを解析に使用した。層化二段無作為抽出法により選出した
全国に居住する高齢者2,000人（65～84歳男女）に対する留置き調査を 2回実施した（それぞ
れ，1,333人，1,274人が参加）。上記2,607人のうち，データに欠損値を含まない者2,573人
（男性1,196人，女性1,377人）を分析対象者とした。JST版活動能力指標は， 4つの下位尺度
各 4項目（二件法），計16項目から構成される。対象者基本属性を記述するため，独居，教育
歴，経済状態自己評価，健康度自己評価，移動能力，老研式活動能力指標を用いた。① 2つの
集団間で多母集団同時分析を行い，測定不変性を検証した。②性別（男性vs.女性），年齢（前
期高齢者vs.後期高齢者），老研式活動能力指標（低群［10点以下］vs.高群［11点以上］），都市
規模（21大都市居住者vs.その他地域居住者）で多母集団同時分析を行い，測定不変性を検証
した。③ 5歳刻み年齢で対象者を分割し（65～69歳，70～74歳，75～79歳，80～84歳），性別
（ 2水準）と組み合わせ 8群ごとに標準値（平均値，95％信頼区間，標準偏差）を報告した。
④性別（ 2水準）×年齢（ 4水準）の 2要因分散分析を実施し，性差・年齢差を検討した。

結果　① 2つのサンプル間で測定不変性が確認され，先行研究と同じ 4因子解が再現された。②い
ずれの基準変数においても測定不変性が確認された。③性別・年齢ごとに標準値を算出した。
④性差・年齢差が認められ，男性のほうが得点が高いこと（偏η2＝0.01），年齢が高いほど得
点が低いこと（偏η2＝0.11）が認められた。

結論　JST版活動能力指標は，因子構造の交差妥当性が認められ，安定した 4因子構造であること
が示された。性別，年齢，老研式活動能力指標，都市規模を基準とした場合に測定不変性を有
し，これら変数において構成概念は同質であることが示唆された。男性のほうが女性よりも得
点が高かったが，効果量は小さいためJST版活動能力指標の性差は大きくないことが考えられ
た。顕著な年齢差が認められ，JST版活動能力指標は年齢を経るほどに生じる生活機能の低下
を反映することが示唆された。

キーワード　地域高齢者，生活機能，JST版活動能力指標，測定不変性，標準値，交差妥当性
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Ⅰ　緒　　　言

　近年，高齢者の「若返り」を示す知見が報告
されている。日本老年学会・日本老年医学会に
よる学際的ワーキンググループである「高齢者
に関する定義検討ワーキンググループ」1）は，報
告の中で，10～20年前と比較して，死亡率や受
療率は低下，身体的・心理的機能は向上，残歯
数が多い等，近年の日本の高齢者の健康状態は
向上していることを示し，結論として，75歳以
上を新たな高齢者の定義とすべきであると提言
している。
　近年，高齢者の生活環境は様々な面で変化し
ている。 1．高齢者のみの世帯が増加しており
（1986年は23.9％，2016年は54.8％），高齢者
の社会的孤立が進展している2）。 2 ．高齢者の
犯罪被害が増加している（犯罪認知件数全体に
占める高齢者の被害件数の割合は，1993年は
4.3％，2012年は9.5％3））。 3．電子機器（ICT）
が高齢者の日常生活に急速に浸透している4）。
4 ．ICTの普及に伴い高齢者が主体的に情報を
活用する機会が増え，なかでも健康情報（例，
医療サービスや食品の安全性に関する情報）を
収集・吟味・活用する際に必要な「ヘルスリテ
ラシー」5）6）の重要度が増している。
　高齢者が日常生活を送る上で必要となる様々
な身体機能，精神機能の総称を生活機能と呼ぶ。
Lawton7）は，生活機能を概念的に 7つの水準に
体系化し，これには， 1．「生命維持」から，
2．「機能的健康度」， 3．「知覚－認知」， 4．
「身体的自立」， 5．「手段的自立」， 6．「状況
対応」， 7．「社会的役割」が含まれる。「日常
生活動作能力（ADL）」が対応する「身体的自
立」の水準よりもさらに高度な第 5段階から第
7段階の生活機能を総称して「高次生活機
能」8）9）と呼ぶ。高次生活機能は，「老研式活動
能力指標」10）11）により測定可能であり，これま
でに国内外の多くの研究で使用されてきた。
　上述の如く，以前と比較して近年の高齢者の
健康状態は向上している。また，生活環境の変
化に適応して自立を維持するために要求される

生活機能は以前とは変化していることが考えら
れる。よって，高齢者の生活機能を測定する指
標として，老研式活動能力指標によって測定さ
れる従来の生活機能の方向性は継承しつつも，
さらに高い水準の生活機能をもカバーする新た
な指標が必要であると考えられる。著者らはこ
れまでに，より高いレベルの生活機能を測定可
能な指標である「JST版活動能力指標」を開発
してきた12）-14）（JSTはJapan Science and Tech-
nology Agencyの略。老研式活動能力指標，
JST版活動能力指標は，ともに生活機能の測定
指標であり，「生活機能」は「活動能力」と基
本的に同義と考えられる。「生活機能」のほう
がより汎用性の高い用語であるが，両尺度名中
にある「活動能力」は固有名詞なので本論文に
おいてもそのまま使用した10）-14））。
　Iwasa12）では，JST版活動能力指標の測定対
象概念の整理作業と候補項目の作成を行い，さ
らには都市部に居住する高齢者男女（70～79
歳）を対象として，郵送調査を実施して項目分
析を行った。Iwasa13）では，日本全国に居住す
る高齢者男女（65～84歳）を対象として留置き
調査を実施し，項目分析，JST版活動能力指標
の最終項目の選出，因子構造の検討，併存妥当
性の検証，内的整合性の検証を行った。JST版
活動能力指標が，今後，国内外の地域疫学調査
研究や公衆衛生活動等において広範に利用され
うる尺度として備えるべき特性を有しているか
明らかにするために，その計量心理学的特性に
ついてさらに検討する必要がある（具体的には，
因子構造の交差妥当性，測定不変性（measure-
ment invariance），標準値の報告，性差・年齢
差，再検査信頼性，予測妥当性，測定値の経年
変化等）。
　本研究では，JST版活動能力指標における，
①因子構造の交差妥当性の検証，②測定不変性
の検証，③標準値の報告，④性差・年齢差の検
討を行うことを目的とした。
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Ⅱ　方　　　法

（ 1）　対象者
　本研究では， 2つの集団のデータを使用した
（サンプル 1，サンプル 2）。［サンプル 1］：
地域に在住する65～84歳の高齢者男女2,000人
を層化二段無作為抽出法にて抽出した。まず，
日本全体を10のブロックと 3つの都市規模によ
り30の層に分割し，各層から人口規模に比例す
るように計139地点を抽出した。次いで，各地
点から当該自治体における住民基本台帳を使用
して，14，15人ずつ無作為に抽出し，最終的に
2,000人の名簿を得た。2012年の 4月から 5月
に留置き調査を実施し，1,333人が参加した
（66.7％）。性別，年齢，回答者の情報が欠損
した者を除外し，1,299人のデータを使用した。
［サンプル 2］：地域に在住する65～84歳の高
齢者男女2,000人を層化二段無作為抽出法にて
抽出した。まず，日本全体を 7のブロックと 4
つの都市規模により28の層に分割し，各層から
人口規模に比例するように計80地点を抽出した。
次いで，各地点から当該自治体における住民基
本台帳を使用して，40人ずつ無作為に抽出し，
最終的に2,000人の名簿を得た。2013年の 5月
に留置き調査を実施し，1,274人が参加した
（63.7％）。JST版活動能力指標の総得点の算
出ができなかった者（16項目中 5項目以上欠
損）を除外し，計2,573人（男性1,196人，女性
1,377人）のデータを分析に使用した。表 1に
対象者の基本属性を示す。

（ 2）　測度
　JST版活動能力指標12）-14）は，Ⅰ「新機器利用」，
Ⅱ「情報収集」，Ⅲ「生活マネジメント」，Ⅳ
「社会参加」の 4つの下位尺度に 4項目ずつ，
計16項目から構成される。各項目について，
「はい」もしくは「いいえ」で回答を求め，
「はい」に対しては 1点を，「いいえ」に対し
ては 0点を与えた。
　対象者の基本属性を記述するため，独居，教
育歴，経済状態自己評価，健康度自己評価，移

動能力，老研式活動能力指標を用いた。教育歴
は 1：「義務教育」か 0：「それ以上」の二値に
分割した。経済状態自己評価は， 5値で回答を
求め（「全くゆとりがない」～「非常にゆとりが
ある」），前二値をまとめて 1：「ゆとりが無い」，
それ以外を 0：「ゆとりがある」として二値で
整理した。健康度自己評価は， 4値で回答を求
め（「非常に健康だ」「まあ健康なほうだ」「あ
まり健康でない」「健康でない」），前二者を
0：「健康」，後二者を 1：「不健康」として二
値で整理した。移動能力は，日常の移動能力に
ついて，「自転車・車などの手段を用いてひと
りで外出できる」～「寝たきり」の 6段階で回
答を求めた。「自転車・車などの手段を用いて
ひとりで外出できる」「家庭内および隣近所で
は，ほぼ不自由なく動き活動できるが，ひとり
で遠出はできない」を 0：「外出可能」，それ以
外を 1：「外出不能」として二値で整理した15）。
老研式活動能力指標10）11）は，計13項目から構成
される。各項目について，「はい」もしくは
「いいえ」で回答を求め，「はい」に対しては
1点を，「いいえ」に対しては 0点を与えた。
13項目におけるα係数は0.88であった。

（ 3）　分析
　①サンプル 1，サンプル 2間で，多母集団同
時分析（multi group analysis）を行い，測定
不変性を検証した。上記集団間で測定不変性が
成立することをもって，因子構造の交差妥当性
の証左とした。Iwasa13）と同じ 4因子解を設定し
て確証的因子分析を行った（表 2）。カテゴリ
変数による確証的因子分析を用いた測定不変性

表 1　対象者の基本属性
（単位　人，（　）内％）

全体
（2,573）

サンプル 1
（1,299）

サンプル 2
（1,274）

性別：女性 1 377(53.5) 680(52.3) 697(54.7)
年齢（歳）（平均値±標準偏差） 73.4±5.5 73.3±5.5 73.6±5.5
独居 353(13.7) 166(12.8) 187(14.7)
教育歴：義務教育 693(26.9) 373(28.7) 320(25.1)
経済状態自己評価：ゆとり無し 866(33.7) 450(34.6) 416(32.7)
健康度自己評価：悪い 605(23.5) 297(22.9) 308(24.2)
移動能力：外出不能 153( 5.9) 82( 6.3) 71( 5.6)
老研式活動能力指標（点）
（平均値±標準偏差） 11.3±2.8 11.3±2.7 11.2±2.9
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の検証にあたっては，
MplusのANALYSIS
オプション（MODEL
＝CONFIGURAL／
SCALAR）16）を使用
した。適合度指標は
comparative fi t index
（CFI）とthe root‒
mean‒square error 
of  approximat ion
（RMSEA）を使用
した17）。完全情報最
尤推定法を用いて欠
損値を補完して解析
を行った。モデル 1
では因子配置に，モ
デル 2では因子負荷・誤差分散に群間で等値制
約を課し，適合度が悪化しないかを確認した
（基準：ΔRMSEA＜0.015，ΔCFI＜－0.01）18）。
なお，尺度が，異なる集団間で同じ内容の概念
を測定していることを測定不変性と呼ぶ。例え
ば，健常者と障害者で，当該尺度が同じ意味の
測定を行っているか，について検証する場合に
用いられる。測定不変性の検証手続きには，共
分散構造分析を利用した多母集団同時分析を用
い，異なる集団データ（例えば，西洋人と東洋
人）に同時に確証的因子分析を行いCFIや
RMSEA等の適合度指標を算出する。適合度が
良好ならば測定不変性が認められたことになる。
測定不変性にも程度の差がある。上記の解析を
行う際に，両集団の因子モデルに順番に制約を
課すことを「等値制約」と呼ぶ。集団間で，因
子構造のみが等しい場合（レベル低）よりも，
因子構造に加えて因子負荷・誤差分散も等しい
場合（レベル高）のほうが測定不変性の程度が
高い19）。
　②性別（男性vs.女性），年齢（前期高齢者
vs.後期高齢者），老研式活動能力指標（低群
［10点以下］vs.高群［11点以上］）8）20）21），都市
規模（21大都市居住者vs.その他地域居住者）
で多母集団同時分析を行い，測定不変性を検証
した。カテゴリ変数による確証的因子分析を用

いた測定不変性の検証は上記①と同様の手続き
を実施した。
　③ 5歳刻み年齢で対象者を分割し， 4群を構
成した（65～69歳，70～74歳，75～79歳，80～
84歳）。性別（ 2水準）×年齢（ 4水準）ごと
に標準値（平均値，95％信頼区間，標準偏差）
を算出した。なお，標準値とは，代表性の担保
された集団（例えば，日本全国に居住する高齢
者男女を無作為抽出した標本）において得られ
た代表値（平均値，標準偏差等）のことを意味
する。当該尺度を使用した後続の研究において
は，得られたデータの意味づけを行う際の参照
値として役立つ。
　④上記で構成した性別・年齢群に準じて，性
差と年齢差の検討を行うため，性別×年齢の 2
要因分散分析を実施した。各要因（性別と年
齢）の効果の大きさを示すため，効果量（eff -
ect size）として，偏η2を算出した。効果量の
判断の目安は，小（0.0099），中（0.0588），大
（0.1379）である22）-24）。分析は，IBM SPSS 
Statistics version 25（IBM Corp.‚ Armonk‚ 
NY），Mplus Version 816）で行った。

（ 4）　倫理的配慮
　本研究は，東京都健康長寿医療センター倫理
委員会の承認を受けて実施した（承認日：平成

表 2　JST版活動能力指標の確証的因子分析結果（Ｎ＝2,573）

番号 項目 Ⅰ新機器
利用 Ⅱ情報収集Ⅲ生活マネジメント　 Ⅳ社会参加

1 携帯電話を使うことができますか 0.87
2 ATMを使うことができますか 0.79
3 ビデオやDVDプレイヤーの操作ができますか 0.80
4 携帯電話やパソコンのメールができますか 0.90
5 外国のニュースや出来事に関心がありますか 0.76
6 健康に関する情報の信ぴょう性について判断できますか 0.82
7 美術品，映画，音楽を鑑賞することがありますか 0.80
8 教育・教養番組を視聴していますか 0.86
9 詐欺，ひったくり，空き巣等の被害にあわないように対策
をしていますか 0.57

10 生活の中でちょっとした工夫をすることがありますか 0.79
11 病人の看病ができますか 0.77
12 孫や家族，知人の世話をしていますか 0.71
13 地域のお祭りや行事などに参加していますか 0.81
14 町内会・自治会で活動していますか 0.88
15 自治会やグループ活動の世話役や役職を引き受けることができますか 0.93
16 奉仕活動やボランティア活動をしていますか 0.82
［因子間相関］　Ⅰ 0.70 0.64 0.45
　　　　　　　Ⅱ 0.84 0.56
　　　　　　　Ⅲ 0.73
注　表中数値は因子負荷を示す。適合度：χ2＝797.1，df＝98，RMSEA＝0.05，CFI＝0.97。クロンバック
のα係数：JST版活動能力指標総得点（0.86），Ⅰ「新機器利用」（0.76），Ⅱ「情報収集」（0.73），Ⅲ「生
活マネジメント」（0.65），Ⅳ「社会参加」（0.81）。
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23年11月17日，承認番号：23健事第1500号；29
健経第2606号；24健事第1642号；29健経第2435
号）。本調査実施に先立ち，調査主旨について
説明すると共に，本調査は強制ではないこと，
調査途中でも回答を中止できること，取得され
たデータは匿名化されて使用されるため個人情
報は守られること，本調査への協力を拒否して
も対象者には不利益は生じないことを調査対象
者に伝え，調査協力の同意を得た後調査を行った。

Ⅲ　結　　　果

　両サンプル間で，JST版活動能力指標の測定

不変性を確認したところ，最も厳しいとされる
因子負荷・誤差分散を等値制約したモデルにお
いて16），測定不変性が確認された。このことか
ら，両サンプル間でJST版活動能力指標の構成
概念は同質と考えられるため，以降は，両サン
プルを合わせ2,573人のデータを用いて解析を
行った。JST版活動能力指標の確証的因子分析
を行った結果，Iwasa13）と同一の 4因子解が確
認された（表 2，χ2＝797.1，df＝98，RMSEA
＝0.05，CFI＝0.97）。因子間相関は，Ⅰ「新機
器利用」とⅡ「情報収集」で0.70，Ⅰ「新機器
利用」とⅢ「生活マネジメント」で0.64，Ⅰ「新
機器利用」とⅣ「社会参加」で0.45，Ⅱ「情報

収集」とⅢ「生活マネ
ジメント」で0.84，Ⅱ
「情報収集」とⅣ「社
会参加」で0.56，Ⅲ
「生活マネジメント」
とⅣ「社会参加」で
0.73であった（表 2）。
クロンバックのα係数
は，JST版活動能力指
標総得点，Ⅰ「新機器
利用」，Ⅱ「情報収集」，
Ⅲ「生活マネジメント」，

表 3　JST版活動能力指標の測定不変性の検証（多母集団同時分析の結果）（Ｎ＝2,573）
χ2 df RMSEA ΔRMSEA CFI ΔCFI

［性別：男性＝1,196人vs.女性＝1,377人］
モデル 1（配置不変） 905 196 0.053 - 0.970 -
　〃　 2（強測定不変） 1 057 204 0.057 0.004 0.964 -0.006
［年齢：前期高齢者＝1,502人vs.後期高齢者＝1,071人］
モデル 1（配置不変） 834 196 0.050 - 0.969 -
　〃　 2（強測定不変） 859 204 0.050 0 0.968 -0.001
［老研式活動能力指標：10点以下＝597人vs.11点以上＝1,976人］
モデル 1（配置不変） 795 196 0.049 - 0.953 -
　〃　 2（強測定不変） 816 204 0.048 -0.001 0.952 -0.001
［都市規模：21大都市に居住＝624人vs.その他地域に居住1,949人］
モデル 1（配置不変） 813 196 0.050 - 0.974 -
　〃　 2（強測定不変） 845 204 0.049 -0.001 0.973 -0.001
注　多母集団同時分析において，二群間で以下の制約を設定した：モデル 1（配置不変）では因子数に等
値制約を，モデル 2（強測定不変）では因子負荷・誤差分散に等値制約を課した。ΔRMSEA，ΔCFI
はそれぞれ，モデル 1とモデル 2における当該値の差を算出した。基準値以内ならば（ΔRMSEA＜
0.015，ΔCFI＜-0.01），測定不変性が満たされていることを意味する。

表 4　JST版活動能力指標の標準値（Ｎ＝2,573）
65～69歳（ｎ＝738） 70～74歳（ｎ＝764） 75～79歳（ｎ＝619） 80～84歳（ｎ＝452）

男性
（ｎ＝353）

女性
（ｎ＝385）

男性
（ｎ＝376）

女性
（ｎ＝388）

男性
（ｎ＝274）

女性
（ｎ＝345）

男性
（ｎ＝193）

女性
（ｎ＝259）

JST版活動能力指標総得点
　平均値 11.3 11.1 10.7 10.2 9.6 8.6 7.8 6.4
　（95％信頼区間） (11.1-11.5) (10.9-11.3) (10.5-10.9) (10.0-10.4) (  9.4-9.8) (8.4-8.8) (7.5-8.1) (6.2-6.6)
　標準偏差 3.6 3.8 4.1 3.8 4.1 4.0 4.5 4.1
Ⅰ「新機器利用」
　平均値 3.1 2.8 2.7 2.4 2.3 1.7 1.6 1.1
　（95％信頼区間） (  3.0-3.2) (  2.7-2.9) (  2.6-2.8) (  2.3-2.5) (  2.2-2.4) (1.6-1.8) (1.5-1.7) (1.0-1.2)
　標準偏差 1.1 1.3 1.4 1.3 2.0 1.4 1.5 1.2
Ⅱ「情報収集」
　平均値 3.1 3.0 3.1 3.0 2.9 2.7 2.6 2.3
　（95％信頼区間） (  3.0-3.2) (  2.9-3.1) (  3.0-3.2) (  2.9-3.1) (  2.8-3.0) (2.6-2.8) (2.5-2.7) (2.2-2.4)
　標準偏差 1.1 1.2 1.2 1.2 1.2 1.4 1.5 1.4
Ⅲ「生活マネジメント」
　平均値 3.1 3.2 2.9 3.1 2.6 2.8 2.3 2.2
　（95％信頼区間） (  3.0-3.2) (  3.1-3.3) (  2.8-3.0) (  3.0-3.2) (  2.5-2.7) (2.7-2.9) (2.2-2.4) (2.1-2.3)
　標準偏差 1.1 1.1 1.2 1.1 1.2 1.2 1.4 1.4
Ⅳ「社会参加」
　平均値 2.0 1.9 2.0 1.7 1.8 1.5 1.3 0.9
　（95％信頼区間） (  1.9-2.1) (  1.8-2.0) (  1.9-2.1) (  1.6-1.9) (  1.7-1.9) (1.4-1.6) (1.2-1.4) (0.7-1.1)
　標準偏差 1.6 1.6 1.6 1.3 1.6 1.4 1.5 1.2
注　男性1,196人，女性1,377人。
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Ⅳ「社会参加」でそれぞれ，0.86，0.76，0.73，
0.65，0.81であった。
　 4つの基準変数（性別，年齢，老研式活動能
力指標，都市規模）ごとに測定不変性の検討を
行った結果，すべての変数で測定不変性が確認
された（表 3）。
　分析対象者全体（2,573人）におけるJST版
活動能力指標の標準値は，総得点（平均値9.7，
95％信頼区間：9.5～9.9，標準偏差4.2），Ⅰ
「新機器利用」（平均値2.3，95％信頼区間：
2.2～2.4，標準偏差1.5），Ⅱ「情報収集」（平
均値2.9，95％信頼区間：2.9～3.0，標準偏差
1.3），Ⅲ「生活マネジメント」（平均2.8，95％
信頼区間：2.75～2.85，標準偏差1.2），Ⅳ「社
会参加」（平均値1.7，95％信頼区間：1.6～1.8，
標準偏差1.6）であった。性別（ 2群）×年齢群
（ 4群）の 8群における標準値を表 4に示した。
　JST版活動能力指標得点，下位尺度得点の性
差，年齢差を検討するため 2要因分散分析を実
施した。性別，年齢の主効果が有意であった
（Ｆ＝25.4，ｐ＜0.01，偏η2＝0.01；Ｆ＝109.4，
ｐ＜0.01，偏η2＝0.11）。性別の主効果が認めら
れ，男性のほうが女性よりも得点が高かった。
年齢の主効果が有意であったのでTukeyのHSD
検定により多重比較を行ったところ，すべての
水準間で有意差が認められ（すべてｐ＜0.01），
年齢が高い群ほど有意に得点が低かった。性別
と年齢の交互作用は有意でなかった。Ⅲ「生活
マネジメント」における性別の主効果が有意で
なかったほかは，下位尺度得点においても同様
の傾向が認められた。

Ⅳ　考　　　察

　本研究は，高齢者の新たな生活機能測度
「JST版活動能力指標」の開発の一環として，
因子構造の交差妥当性の確認，測定不変性の検
証，標準値の報告，性差・年齢差の検討を行っ
た。
　 2つのサンプル間で測定不変性が認められ，
Iwasa13）と同一の 4因子構造が再現された。ま
た，因子間相関はいずれの組み合わせも中等度

以上の相関が認められた（表 2）。上記より，
JST版活動能力指標は安定した 4因子構造を有
することが確認された。
　性別（男性vs.女性），年齢（前期高齢者vs.後
期高齢者），老研式活動能力指標（低群vs.高群），
都市規模（21大都市居住者vs.それ以外の地域
居住者）のいずれにおいても測定不変性が確認
された。この結果は，JST版活動能力指標の構
成概念がこれらの属性において同質であり，尺
度値を上記属性間で（例えば，男性と女性）比
較することが可能であることを意味する。
　男性のほうが女性よりも尺度得点が高いこと
が示された。この傾向はIwasa13）と一致した。
ただし得られた効果量は小さかったこと22）-24），
尺度の開発過程において性差の大きい項目は予
め除外していること12）から，JST版活動能力指
標得点には大きな性差があるわけではないと考
えられる。
　顕著な年齢差が認められ，年齢が高いほど得
点が低かった。この傾向はIwasa13）と一致した。
中等度以上の効果量が認められたこと，すべて
の年齢群間で有意差が認められたことにより，
JST版活動能力指標得点は，高齢期において年
齢を経るごとによって生じる生活機能の低下を
反映する可能性が示唆される。この点について
は，今後，縦断調査によって明らかにする必要
がある。
　本知見の限界について記す。調査の参加率が
高くはないため（サンプル 1：66.7％，サンプ
ル 2：63.7％），知見の代表性が制限されてい
る可能性がある。地域調査の参加者は非参加者
よりも健康状態が優れていることが報告されて
いる25）。よって，本知見は健康状態が優れた集
団から得られた知見の可能性が考えられる。し
かしながら，内閣府が行う世論調査の参加率と
同じ水準であること26），対象者の抽出にあたっ
ては層化二段無作為抽出法を用いていること，
参加率を向上させるため留置き調査法を用いて
いることから，現在の技術水準に照らして最大
限代表性が担保された知見であると考えられる。
　今後の課題について記す。JST版活動能力指
標は，本研究を含む一連の研究により，因子構
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造，得点分布形状，併存妥当性，内的整合性，
性差，年齢差，測定不変性の検証，標準値の報
告，が完了した12）13）。しかしながら，再検査信
頼性，予測妥当性（フレイル，生命予後，認
知・運動機能の低下等の予測），測定値の経年
変化の検討がいまだ行われていないため，JST
版活動能力指標の計量心理学的特性について明
らかにするためこれらについて検討する必要が
ある。また，これまで報告されているJST版活
動能力指標の知見は，比較的健康状態の優れた
高齢者より得られたものが中心である。今後は，
在宅療養中の高齢者27），要支援・要介護認定者，
施設入所者等の健康状態が良好でない者をも対
象として調査を行い，さらに交差妥当性を検証
していくとともに，JST版活動能力指標の適用
限界についても調べる必要がある。
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